















































































































































































年 学校数 募集人員 在学生数 卒業者数
1978 598 40．2 85．6 16．5
1980 675 28．1 114．4 14．7
1985 1，016 61．9 170．3 31．6
1986 1，054 57．2 188．0 39．3
1987 1，063 61．7 195．9 53．2
1988 1，075 67．0 206．6 55．3
1989 1，075 59．7 208．2 57．6
1990 1，075 60．9 206．3 61．4
1991 1，075 62．0 204．4 61．4
1992 1，053 75．4 218．4 60．4
1993 1，065 92．4 253．6 57．1
1994 1，080 90．0 2799 63．7
1995 1，054 92．6 290．6 80．5
1996 1，032 96．6 302．1 83．9
1997 1，020 100．0 317．4 82．9
1998 1，022 108．4 340．9 83．0
1999 1，071 159．7 413．4 84．8
2000 1，041 220．6 556．1 95．0
2001 1，225 268．3 719．1 103．6
2002 1，396 320．5 903．4 133．7
2003 1，552 382．2 1108．6 187．7
2004 1，731 447．3 1333．5239．1

































































職業紹介所 9．8（44） 23．5（4） 19．4（51） 21．3（102） 33．0（99） 15．6（7）
媒体広告 32．4（145） 35．3（6） 52，9（139） 54．5（261）50．0（150） 37．8（17）
招聰会 57．8（259） 52．9（9） 63．1（166） 64．5（309） 57．3（172）51．1（23）
友人の紹介 20．8（93） 29．4（5） 27．0（71） 26．5（127） 23．3（70） 24．4（11）
人材交流センター
35．9（161） 41．2（7） 42．6（112） 46．6（223） 44．7（134） 62．2（28）
校園招聴 55．6（249） 353（6） 31．6（83） 20．0（96） 24．3（73）3 ．3（15）
ヘッドハソ
eィソグ 4．0（18） 5．9（1） 5．7（15） 8．1（39） 12．3（37） 6．7（3）













































































年 募集人員 在学生数 卒業者数
1978 10，708 10，934 9
1980 3，616 21，604 476
1985 46，871 87，3317，004
1986 41，310 110，371 16，950
1987 39，017 120，191 27，603
1988 35，645 112，776 40β38
1989 28，569 101，33937，232
1990 29，649 93，018 35，440
1991 29，679 88，12832，537
1992 33，439 94，164 25，692
1993 42，145 106，771 28，214
1994 50，864 127，93528，047
1995 51，053 145，443 31，877
1996 59，398 163，322 39，652
1997 63，749 176，353 46，539
1998 72，508 198，885 47，077























































1949～P965 1966～P978 1979～P985 1986～P992 1993～Q000 合計
1．収入と福利 26．36 21．46 32．9633．84 32．55 28．32
2．興味と発展機会 4．01 3．25 6．15 12．79 31．53 9．52
3．仕事の条件と性質 6．59 8．54 14．41 18．86 14．50 11．82
4．共産党の呼びかけに応える 15．63 1837 4．69 2．86 0．8410．06
5．組織の按配あるいは配置転換 20．67 19．02 12．7411．95 6．24 15．08
6．職業選択動機の要因をはっきりしない 24．16 26．75 24．5817．17 11．3022．15
7．その他 2．58 2．60 4．47 2．53 3．043．06
計 100 100 100 100100 100
サソプル数（N） 774 1，230 895 594 593 4，086
出所：鄭杭生他i著『当代中国城市社会結構：現状与趨勢』中国人民大学出版社，2004年，65－66頁。
が反映されることもなかったといえる。すなわち，労働者が従事する職業には，「奉仕」，「職業的
な平等」といった社会主義意識が中心にあったといえる11）。
　改革・開放政策導入後，就業制度改革，労働市場の確立などにより労働者の職業選択に対する意
識が形成され，国の計画に服従していた統一配分から労働者は自らの意志によって職業を選択する
という意識を持つように変化したといえる。
　（2）大学生の職業観と職業選択動機
　就業制度改革，高等教育制度改革などの推進によって，大学卒業者は自主的に職業を選択する自
由が認められるという状況をふまえて，「北京大学“高等教育規模拡展与労働力市場”課題組」
（2005年）は東部地域，中部地域，西部地域の3地区34箇所の高等教育機関の卒業生を対象にした
調査を実施した。その調査報告によれば，新卒者の初任給を学歴別，企業別，仕事別でみると，以
下の通りであった。
　学歴が高くなるにともない，賃金が上昇する。専科卒の初任給は1，333元，大学卒1，549元，修士
課程修了2，674元，博士課程修了2，917元となっていた。
　企業別では，三資企業（合併，合資，外国独資）の初任給が最も高く1，987元であり，科学研究
機関1，888元となっている。国家機関，国有企業，私営企業はそれぞれ1，626元，1，592元，1，529元
であり，城市（都市）集団所有制企業1，389元，学校関係1，365元，郷鎮企業1，355元となっていた。
　仕事別では，企業の管理職（経営者，部門の管理者など）が最も高く1，887元であり，行政の管
理職（共産党，行政機関，事業単位，大衆団体行政機関を含む）1，676元，専門技術職（技師，会
計師，教師，医者，弁護士等）1，585元，農業の生産活動に従事する業務1，530元，サービス業
1，465元，専門技術職のアシスタソト（技術員，看護婦，秘書など）1，457元となっていた。最も初
任給が低いのは製造業の労働者1，314元であった。
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　地域別では，大中都市の初任給が最も高く1，725元，県の都市，郷鎮及び農村1，216元，1，234元，
1，481元であった。
　就職先の地域は，大中都市に内定した卒業生が卒業生全体の70．7％を占めており，県の都市21．9
％，郷鎮5．5％，農村1．9％となっていた。
　男女別をみると，男性の初年給は1，631元になっているのに対して，女性は1，507元であった。男
女間における賃金の差は124元であり，2003年に比べて格差がさらに広がり，男女間の賃金格差が
みられる。
　職業選択の動機については，次のような要因があげられていた。①将来性がある，②能力を発揮
できる，③収入，福利待遇，④自分の趣味にあった，⑤企業の社会的評判，⑥安定性，⑦企業の規
模，⑧仕事上の自由，⑨快適で労働の度合いが低い，⑩権力及び社会資源を得やすい，⑪親戚や友
達の面倒をみることができる等々であった。
　職業とは，社会的役割の実現，個性の発揮，生計の維持などのような多面的な機能をもってい
る。そのため，職業に対する考え方は，個人の心理的要因である価値観や興味のほかに，性，年
代，世代，家族，社会情勢などが複雑に影響して形成されるものといえる。中国の大学生の職業選
択の動機には大学生の職業に対する価値観，仕事に対する取り組み姿勢の一端があらわれていると
もいえる。
　これから労働市場に参入する中国の学生は「能力を発揮できる」という期待と気持ちを抱き職業
に就いており，従来の「平等主義」に基づく管理制度ではなく，r競争主義」あるいはかつて日本
の産業が導入に努めた「能力主義」を支持する新しい意識を持つ世代といえる。「快適で労働の度
合いが低い」「仕事上の自由」は，若年労働者が快適な職場環境の中で，自由に仕事ができるとい
う欲求のあらわれでもあり，きつい，汚い，危険といったいわゆる3Kの仕事を嫌う傾向も伺え
る。
　2000年代初頭の段階において，大学生の就職難が問題視されたが，高等教育機関の卒業生が
2001年の103．6万人から2005年の306．8万人に増加し，高等教育を受けた労働力の供給が需要を上
回っていたという見方がある。一方，その原因は大学生の職業に対する考え方に問題があるとの指
摘もある。かつて，中国では大学生をエリートとして認識していたが，1990年代以降，高等教育
の普及によって，大学生が増加しているものの，大卒者が都市部に集中しており，農村部では必ず
しも必要とする労働力が満たされているとは言えない状況もみられる。学生の募集は全国各地域に
おいて行われているが，大学生が就職先を選択するにあたっては，大中都市を第一希望として選択
する傾向があり，出身地域に戻る者は少ない12）。また，大卒者は大型国有企業，外資系企業，職
場環境，給与待遇が良く，将来性のある大企業で働きたいなどの考えを持っているため，就職を難
しくしていると思われ，職業選択の動機と結果から就職の困難性が生じているともいえる。
　さらに，職業選択に影響を与える要因として，個々人の生活，利益に関わるものに集中している
ことが特徴的傾向としてみられるが，これは若年世代の自己主義をべ一スにした考え方のあらわれ
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でもあり，社会のためにつくし，社会の一員としての役割を果たす気持ちが薄い若い世代の意識と
して捉えることもできる。
おわりに
　本稿では，中国において自主的職業選択制度が導入され，大学生の職業選択に対する意識，考え
がどのように形成されつつあるか，そして大学生の職業選択の動機を中心に考察してきた。まず，
かつて大学生の就職先は，国家主導による統一分配制度の下で行われていたが，就業制度改革によ
って，大学生の就職活動における求人側（企業）と求職側（学生）を仲介する高等教育機関の主導
的な役割を発揮することが求められることになった。それは，職業を選択するという意思決定主体
がかつては国家であったが，就業制度改革によって，職業を選択する際の学生の興味，欲求，価値
観を反映することができるようになり，職業を選択する意志決定の主体が大学生へ移行した結果と
いえる。
　また，高等教育の普及，特に，都市部において，より高い学歴や新しい知識・技術を求めて大学
院に進学する学生の増加，あるいは「在職人員の修士課程・博士課程」に在籍する社会人が増加す
る状況は，学歴を重視する社会が形成されつつあり，学生（労働者）は自らのキャリア形成を意識
する時代になったあらわれとして捉えることができる。
　大学生の職業選択の動機に関しては，改革・開放政策導入前の労働者の職業は国家によって配分
され，仮に配属された職業に不満があっても，それに従わなければならなかった。すなわち，労働
者の職業選択行動は，自らによって自分自身がイメージ化するという自己概念が基盤になっている
のではなく，職業の選択にあたって個人の興味，価値観，欲求が反映されることもなかったといえ
る。自主的職業選択制度の導入によって，中国の大学生の職業選択の動機は，個々人の生活，利益
に関わるものに集中していることが特徴的であるが，これは若年世代の自己主義をベースにした考
え方のあらわれでもあり，大学生の自己意識が強くなりつつある傾向ともいえる。
　さらに，2000年代の初頭において，中国は大学生の就職難問題が発生したが，その原因につい
ては明らかではあるものの，高等教育機関の責任及び雇用側の採用方針，人事制度に問題があるか
どうかについては確認できなかった。中国における大学生の職業選択の動機をベースにして，現代
中国の都市部の若年労働者のモチベーショソを如何に向上させるかを今後の研究課題にしたいと思
う。
注
1）韓志国「論我国労働就業機制的進一歩転換」r中州学刊』第3期，河南人民出版社，1990年，7頁。
2）陳武元「中国における高等教育機関卒業生の就職制度一近年の就職難を中心に」『広島大学大学教育セン
　　ター大学論集』第29集，1999年，86頁。
3）鄙小平「尊重知識，尊重人才（1977年5月24日）」郡小平『郡小平文選（1975－1982年）』人民出版社，
　　1983年，37頁。
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4）同上，郡小平「関於科学和教育工作的幾点意見（1977年8月8日）」45頁。
5）同上，郡小平「在全国科学大会開幕式上的講話（1978年3月18日）」83頁。
6）同上，郵小平「在全国科学大会開幕式上的講話（1978年3月18日）」を受けて作られた教育改革のスロー
　　ガソ。
7）成人高等教育は，学歴資格試験準備機関専科，テレビ大学専攻科，高等教育独学試験本科・専科等を含
　　む。また，高等レベルの専門的・実用的職業教育を行う機関は，主に全日制・正規の職業大学・専科大学
　　（高等専科学校）及び一部の成人大学からなっている。これらの学校はいずれも2，3年制の短期教育機関
　　であり，4年生の大学卒が本科学位を獲得するのに対し，これらの学校の卒業者は専科学位を与えられる。
8）費孝通「郷土重建」『民国叢書』上海書店，1991年，1－6頁より筆者要約。
9）千石保・丁謙『中国人の価値観』サイマル出版会，1992年，33－34頁。
10）梶原豊はSuperの主張をふまえて職業発達過程を次のように整理している。　Super，　D，　E（“The　Dimen－
　　sion　and　Measurement　of　Vocation　Maturity”，　Bulletinde　AIPA，　NO．2，1955，35－55頁．　Super，　D），職業生
　　活を（1）職業発達探索段階（キャリア準備期（pre－career）），（2）職業発達確立段階（初期キャリア期（earlv－
　　career）：①会社選択，②入社一新入社員教育（導入教育），③正社員配属，④定着・転職の各過程がある）），
　　（3）職業発達維持段階（中期キャリア期（mid－career）及び晩期キャリア期（late－career）），（4）職業発達下
　　降段階（退職準備及び退職）等の段階に区分し，その職業能力の発達段階に対する考え方を提示している。
　　梶原豊『人材開発論（増補版）一人材開発活動の実践的・体系的研究一』白桃書房，2004年，71頁。
11）鄭杭生他著『当代中国城市社会結構：現状と趨勢』中国人民大学出版社，2004年，67頁。
12）頼徳勝「労働力市場分割与大学生畢業失業」北京師範大学学報（人文社会科学版）（4）2001年。
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